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令和５年５月２４日 

 

松阪市議会議長 

山本芳敬 様 

                        議員 海住恒幸 

 

研修報告 

リモートによる第６２回市町村議員研修会が令和５年５月１１、１２の両日、

開催されました。両日、合わせて 3 つの講座を受講しましたのでご報告します。 

 

研修名 第６２回市町村議員研修会 

主催 自治体問題研究所・自治体研究社 

 

開催講座と日時  

 第１講座 「統一地方選挙の結果と自治体政策の課題」  

（令和５年５月１１日（木）午前１０時〜１２時） 

第２講座 「全世代型社会保障構築政策と地域医療構造の再編〜必要かつ適切

な医療は守られるのか〜」  
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（５月１２日（金）午前１０時〜１２時） 

第３講座 「全世代型社会保障と介護保険制度改革〜介護保険制度をめぐる動

向と今後の課題〜」 

（５月１２日（金）午後１時〜３時） 
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第１講座 「統一地方選挙の結果と自治体政策の課題」 

講師 中山徹氏（奈良女子大学教授） 

＜骨子＞ 

⚫︎自治体をめぐる状況と自治体政策の焦点。統一地方選挙結果を踏まえて 

 

 統一地方選の結果についての分析がありました。講師は大阪府在住とのこと

で、「維新」勢力の動向には目が離せないようすでした。 

全国的な傾向として、維新の議席を伸ばし始め、共産党が減らしている傾向が

ありました。興味深かったのは維新の伸びについて 3 つの段階に分けていた点

でした。共産や国民民主、無所属が議席を減らし始めるのが第一段階。最初は共

産です。共産や国民民主、無所属がさらに議席を減らすのが第二段階。最終、大

阪市や大阪府内の自治体のように、維新が首長を獲って行くと自民党までが議

席を大幅に減らしていく段階、これが第三段階です。 

講師はこうした状況に危機感を持っていると思われますが、維新という党派に

制圧されるだけではない可能性についても触れました。 

どいうことかと言うと、選挙では維新が強くても住民投票になると維新の思い

通りにはならないということです。大阪市の都構想の住民投票では過去２回、都
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構想が否定されたのですが、これらの投票率はいずれも選挙における投票率を

上回っていました。言い換えれば、民意は必ずしても維新にあるわけではないと

いうことです。 

もう一つ、東京の杉並区長選の事例を見ました。国政野党合同の女性候補が当

選しました。この選挙で特徴的だったのは、男女とも２０代の投票率が世代別で

最も高く、特に女性は４５・６%（男女全世代全体は３７・５%）とダントツに

高かった。地方の政治が動く条件はそこにあったと講師は分析している。 

2 つの例からも投票率の上昇は政治を変えることが裏付けられました。 

若者と女性の投票率を上げることが大事であるとするなら、そこにつなげるの

は政策しだいということです。 

講師によれば、「この２０年間の少子化対策はほぼ失敗に終わっている」。その

ことは、地方創生で掲げた目標（合計特殊出生率）との隔たりからもはっきりと

読み取れます。解決策は雇用の安定化と賃金の上昇を抜きにはないとしていま

す。これは、ヨーロッパ諸国との比較で確認されています。見事に日本だけ３０

年前よりも賃金水準が下がっています。この状況を改善せずに若者が家庭を持

ち、子どもを育てることを期待するのは無理であるとの認識に立っています。そ

ういった上での自治体の施策の対応ということになります。兵庫県明石市の子

育て支援策は多くの予算を充てているかもしれませんが、その結果としてファ



 5 

ミリー層の転入が増え、税収増にもつながっています。 

なんのために施策を実施するのか、その根本が見えてこそ意味ある施策となる

のでしょう。 

 

【所感】 

わたしとしては、自治体議会において政党の議席数の増減について、関心は持

たないところです。そもそも、自治体の議会は、政党の影響を受けるべきではな

いと考えています。しかしながら、近畿地方における「維新」勢力の伸びは目を

見張るものがあり、首長選挙と連動する伸長ぶりが自治にどのような影響を及

ぼすのか懸念するところです。 

政党のことよりも投票率をどう伸ばすかという課題は、実は、自治の質の問題

であることに気付かされたことはよかったです。松阪市議会選挙においても投

票率は低下する一方で、前の選挙ではその前回を下回った投票においては実数

で２万人の有権者が減る実態にあることを知ったときは愕然とした。２万とい

う数は、単純計算で１０人が当選できるほどの数だからです。地理的ないしは交

通的事情で投票所に行きたくても行けない高齢者の存在と、もう一方において

は２０代を中心とした若い者の低い投票率がきわ立ちます。 

そんな中において東京都杉並区長選挙では２０代女性の投票率が性別・世代別



 6 

投票率の中でダントツに高かったこと、同じく２０代の男性も高かったことは

特徴的でした。ということは、選挙への関心の持たせ方によっては投票率が上が

るものであることをものがたっています。 

そこに可能性を見て、議会として取り組むことができる点もあるのではないか

と思います。中学生、高校生が、直接、市民の参加があって、議会と首長から構

成される二元代表制度の意義を知る、有権者（政治）教育への取り組みに議会が

取り組むことの意義があるということではないでしょうか。 
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第２講座 「全世代型社会保障構築政策と地域医療構造の再編〜必

要かつ適切な医療は守られるのか〜」 

講師・寺尾正之氏（公益財団法人日本医療総合研究所） 

＜骨子＞ 

⚫︎全世代型社会保障構築政策のポイントと自治体への影響 

⚫︎新たな地域医療構想が目指す医療提供体制の再編 

⚫︎医療 DXのねらいと現状、背景 

 

全世代型社会保障構築会議が２０２２年５月に示した「議論の中間整理」な

どをもとに今後の方向性について語られました。その中心的テーマは、地域医療

構想の「２０４０年に向けたバージョンアップ」です。厚生労働省が「２０４０

年頃を想定し、かかりつけ医機能を担う医療機関を含む外来医療に焦点を当て

た『新たな地域医療構想』を各都道府県が２０２５年度に策定し、２０２６年度

から稼働させる」こと等、いくつかの新しい流れが議論されているようです。か

かりつけ医の役割はますます重要になるとして「かかりつけ医機能が発揮され

る制度整備」に乗り出していく構えです。「外来医療計画」として、「かかりつけ

医機能」と「紹介受診重点医療機関」の名称を今年夏までに公表することなど、

急性期医療の抑制をしていくための方向づけが盛りだくさんです。従来からの
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「地域医療構想」は急性期病床の削減数だけで語られてきましたが、「新たな地

域医療構想」では具体的な地域医療連携を示すとともに、地域の中における基幹

病院の再定義も出てきそうな気配となっており、とりわけ、公立病院の位置付け

に関してはシビアなものとなってきそうです。 

 

【所感】 

コロナ禍において具体化が止まっていた「地域医療構想」は再び動き出して

います。しかも、コロナ禍で遅れていた分、よりスピードを上げて、短い期間に

より具体的な方策を定めることを厚労省は県に要請していることでしょう。今

年はそのヤマ場となりそうです。 

公立病院を設置している松阪市には非常に深く関わってくる内容だけに、こ

の講座はとても参考になりました。ここで示された課題について、一つひとつを、

議員として調査研究したいと思います。 
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第３講座 「全世代型社会保障と介護保険制度改革〜介護保険制度

をめぐる動向と今後の課題〜」 

講師 林泰則氏（全日本民医連事務局次長） 

＜骨子＞ 

⚫︎介護保険の成り立ちとこれまでの経過 

⚫︎全世代型社会保障改革が進める介護保険の見直し 

⚫︎「人権としての介護保障」実現に向けて 

 

介護の社会化を目指してスタートした介護保険制度ですが、他方で深刻な介護

困難が生じている現実があります。高齢化率を上回る利用増の一方、事業所にお

いては慢性化する人手不足と経営難・・・・。介護保険が医療保険と異なるのは、

介護保険が営利企業の参入を容認したことにもあります。制度の施行後は、相次

ぐ見直しによって利用抑制を図る制度改定が相次いでいます。 

この講座では、制度設計当初の理念を振り返りながら３年に一度ずつ行われて

きた改定と、法改正に伴う制度変更を受け、理念からは大きく変質していった内

容を説明しています。 

介護保険は、給付に上限を設けたこと、利用における査定（審査）をシステム

化したことことで、そもそものところで健康保険と性格が異なるが、制度の改定
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のたびに「構造的欠陥」というべきサービス利用の抑制する仕組みがさまざまに

強まったところに今日かかえる問題があるとしました。介護保険の仕組みは、そ

の後の障害福祉や児童・保育の支援においてもモデルとして採用されており、日

本の社会保障を形作る元となりました。 

講座では、西暦２０００年にスタートした介護保険制度の２３年は、「構造的欠

陥の増幅」の歴史だとして、３年ごとに改定される第１期から現在の第８期まで

を歴代政府の動きとともに概観しました。特にわかりやすかったのは、被保険者

の負担の見直しと給付の見直し、介護報酬、介護保険料がどう変遷したかを見る

年表です。介護保険料と利用者負担が引き上げられるたびに、給付水準と介護報

酬は下がる２３年の歩みを示した図表です。 

制度には具体的な項目が多すぎて、実務者にはわかっても議員には見落としが

ちな利用者負担の見直し部分です。第６期（２０１５年度〜２０１７年度）に、

非課税世帯であっても利用者の資産要件が加わり、第８期（２０２１年度〜２０

２３年度）において食費負担の金額に反映されるなど、給付の抑制が可能なとこ

ろから抑制し、取れるところからは取る仕組みの導入などあの手この手です。こ

うした部分は、改定のごとメディアの報道はあったり議論になったりはします

が、法制度と関わる部分であるので自治体議会では無力感のあるところです。そ

して、制度変容への理解が追いついていない上、いったん制度が変わればまた３
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年経ってさらに変わろうとも既成事実の上塗りになすすべがないところです。

すべてが喉元をすぎていきます。 

講師の話と、自分の受け止め（所感）が混ざった報告となってしまいました。 

 

【所感】 

内容が盛りだくさんあるので丹念な振り返りが必要です。その分、配布資料も

豊富なので介護保険制度の歩みを見ながら現在ある状況を見ていく上で有益な

ものとなりました。ただ、現在の制度を今よりも良くしようということは難しい

現実が横たわっています。あらためてそのことを知りながら、地方自治体として

できることはあるはずなのでそのことを探れる松阪市であるべく、議員として

役割を果たしていくことを目指していかなければならないことを再認識しまし

た。これを機に改めて介護保険制度の勉強をやり直したいと思います。 
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【全体を通しての所感】 

少子化問題から地域医療、介護まで、今まさに日本が抱える最重要課題となっ

ている少子高齢化時代ならではのテーマを３人の講師から学習できる講座でし

た。特に、第２、第３講座は学ばなければならない資料も豊富で意義深いものと

なりました。 

第２講座の地域医療は、コロナ後、動き始めている地域医療構想の三重県圏域

の重要課題となっている松阪市民病院を抱える松阪市として当事者であるわけ

で、その方向を決める議会を構成する者として、いま知るにあたいする内容でし

た。 


